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関 ｛系

（諸官）
政 令

。国家公務員 等退職 手 当 法施行令の一部 を

改正する政令 （ 245 ) 7 . 27 

省 令

0学校教育法施行規則の一部 を 改正する省

令 （ 文部3 9 ) 7 ・ 20

0外国郵便規則の 一部 を 改正する省令 （ 郵

政3 1 ) 7 . 20 

規 則

0人事院規則J （ 規則の 分 類 ） の一部 を 改正

する規則 （ 人事院 1 1 ) 7・2

0人事院規則 （ 職 員 の 定年 ） を 制定する規

則 （ 人事院11 - 8 )  7 . 2 

0人事院規則 （ 職 員 の災害補償 ） の 一部 を

改正する規則 （ 人事院1 6- 0 )  7・3 1

止s:5- .：’f 、

0教 員 の 免許状授与の 所要資格 を 得 さ せる

法

報 第249号

� ,, 

（諸官）
た め の 大学の正規の課程 と し て 認定 し た

件 （ 文部1 02 ) 7・17

0教員 の免許状授与の 所要資格 を 得 さ せる

た め の 大学院の課程 と し て 認定 し た 件

（ 文部1 03 ) 7 . 1 7  

0教員 の免許状授与の 所要資格 を 得 さ せる

た め の 大学の 聴講生 の課程 と し て 認定 し

た 件 （ 文部 104 ) 7 . 1 7  

0養護教諭養成機関 と して 指定 し た 件

（ 文部1 05 ) 7 . 1 7  

0幼稚園教員 養成機関 と し て指定 し た件

（ 文部 1 06 ) 7・1 7

0小学校 教 員養成機関 と し て 指定し た 件

（ 文部1 07 ) 7 . 17  

0中学校 教 員養成機関 と し て 指定し た 件

（ 文部108 ) 7・17

0無線従事者国家試験 及 び免許規則第 13条

の 3 第 5 号に 規定する実施要目 を 定める

件の一部 を 改正する件 （ 郵政54 4 ) 7 . 24 

学 内 規 則

富山大学工学部規則の一部改正

富 山 大学工学部規則の 一部 を 改正する規則 を 次 の と

お り 制定する。

昭和59年7月20 日 富 山 大学長 柳 田 友道

富山大学工学部規則の一部 を改正する規則

富 山 大学工学部規則 （ 昭和25年 1 2月15 日 制定 ） の一

部 を 次 の よ う に 改正する。

別表工業化学科の表の専攻科目中

- 2 

「｜無 機 化 学I 4 II 

｜表 面 処 理I 1 II」
ー

「｜無 機 化 学I 2 

電気化学工業 第 1 I 2 に改める。

電気化学工業 第 2

別表金属工学科の表の関連科目中

「｜｜無 機 化 学I 4い を

「II無 機 化 学I 2 I」に改める。

附 則

1 こ の 規則は ， 昭和59年 1 0 月 1 B か ら 施行する。
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2 昭和 58年度以前の専門教育課科移行者 に ついて は ，

な お 従前の例 に よ る。

砂富山 大学工学部規則の 改正理由

工業化学科 及 び金属工学科の授業科目 を 整理 し ， 教

育 内容の 充実 を 図るた め， 規則の 一部 を 改める。

富山大学情報処理 セ ン タ 一規則の制定

富 山 大 学情報処理センタ一規則 を 次 の と お り 制 定す

る。

昭和59年7 月 20日 富 山 大学長 柳田 友道

富山大学情報処理 センタ 一規則

（ 設 置）

第l条 富 山 大 学 （ 以下 「本学」 と い う 。） に 学内共同

利用施設 と し て ， 富山 大学情報処理センター （ 以下

「センター 」 と い う 。） を 置 く 。

（目 的）

第2条 センター は、 電f計算機シ ス テムの効率的運

別 を l�＇）， 本学の’7：仲i�Jf’先l立び教育 に 資する こ と を

H的 と する。

（業 務）

第3条 センターは、 両lj条の目的 を 達成するた め に ，

次のfキサに 掲げる業務 を 行 う 。

( 1) 学術研究の た め の 情報処理サービ ス に 関する こ

と 。

(2) 教育の た め の情報処理サー ビ ス に 関する こ と。

(3) 附属凶書館業務 の た め の 電f計勢ー機 シ ステムの

利用に 附する こ と 。

(4) 情報処理 シ ス テムの研究 開 発 に関するこ と 。

(5) 電子計算機 シ ステムの運用及び管理 に関する こ

と 。

( 6) 全国共luJ 利用大引計算機センタ一等の利用 に 関

する こ と 。

(7) その 他センター の 目的 を 達成するた め に 必要 な

業務

（ 職 員）

第4条 センター に ， 次 の 各号に 掲げる職員 を 置 く 。

(1) センタ一長

(2 ） センタ 一 員 若干名
(3 ） センター職員 若干名

2 センター長は ， 本学の教授 の う ちか ら 第 7条 に定

める運営委員会 の推薦に 基づき ， 学長が命ずる。

3 センタ一長 の 任 期 は ， 2 年 と する。 た だ し ， 再任

報 第249号

を 妨げ な い。

4 センタ一員は， 本学の 教 官 の う ちか らセンター長

の 推薦 に 基づ き ， 学長が命ずる。

5 センタ一員の任期 は， 2 年 と する。 た だ し ， 再任

を 妨げ な い。

（ 職 務）

第 5条 センタ一長 は ， センターの 業務 を 総括する。

2 センタ一員は ， センター長 を 補佐 し ， センター の

業務 を 分 担する。

3 センター職員は ， センタ ー の業務 に 従事する。

（ シ ス テム 開 発 室 及 び学生実習室）

第 6条 業務 の進捗 を は かる た め， センターに シ ステ

ム 開 発 室 及 び学生実習 室 を 置 く 。

2 シ ス テム 開 発 室 及 び学生実習室に ， それぞれ の 室

長 を 置 く 。

3 室長 は， 第 4条 第 1 J頁第 2 号に掲げるセンタ 一 員

の う ちから， センター長が委嘱する。

（ 運営委員会）

第7条 センター の 運営に 関する重要事項 を 審議する

た め， 富山 大学情報処理センター 運営委員会 （ 以下

「運営委員会」 と い う 。） を 置く。

（ 運営委員会の審議事項）

第8条 運営委員会 は ， 次の各号に掲げる事項 を 審議

する。

( 1) センタ一運営の 基本事項に関する こ と 。

(2 ) センター長の推薦に 関する こ と 。

(3) その 他センター に 関する重要事項

（運営委員会の組織）

第9条 運営委員会は， 次の各号 に 掲 げる委員 を も っ

て 組織する。

( 1) センタ一長

(2) 各学部及び教養部の 教官 各2名
(3) 経営短期大学部 の 教官 1名
(4) 附属図書館長

(5) トリチウム科学センタ一 長

(6 ) 保健管理センタ一所長

(7) 事務局長

2 前項第 2 号 及 び第 3 号 の 委員 は ， 各学部等 （ 各学

部， 教養部 及 び経営短期 大 学部 を い う 。 以下同じ。）

の 教 授， 助 教授又は講師 の う ちから当該学部等の長

（ 経営短期 大 学部 に あ っ て は 主事） の推薦に 基づ き ，

学長が命ずる。

3 第1 項第 2 号及 び第 3号の 委員の任期は， 2 年 と

し ， 再任 を 妨げない。 た だ し ， 補欠の 委員 の 任 期 は ，
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前任者の残任期間とする。

（委員長 ）

第10条 運営委員会に， 委員長を置き， セン ター長 を

もって充てる。

2 委員長は， 運営委員会を召集し， その議長となる。

3 委員長に事故あるときは， 委員長があらかじめ指

名した委員が， その職務を行う。

（運営委員会の議事 ）

第11条 運営委員会は， 委員の 2 分の 1以上の出席に

より成立する。

2 議事は， 出席委員の過半数を もって決する。 ただ

し， 可否同数のときは， 議長がこれを決する。

（意見の聴取）

第12 条 運営委員会は， 必要と認めたときは， 委員以

外の者を出席させ， その意見を聞くことができる。

（小委員会）

第 13条 運営委員会に必要があるときは， 小委員会を

置くことができる。

2 小委員会に関し必要な事項は， その都度運営委員

会が定める。

（専門委員）

第 14条 専門の事項を調査研究するために必要がある

ときは， 運営委員会に専門委員を置くことができる。

報 第249号

2 専門委員は， 本学の職員 のう ち から， 運営委員 会

の推薦に基づき， 学長が命ずる。

（セン ターの利用）

第15 条 セン ターの利用に関し必要な事項は， Jj!Jに定

める。

（庶 務）

第16 条 セン ター及び運営委員会の庶務は， 当分の間，

経理部主計課において処理する。

（雑 則）

第17条 この規則に定める もののほか， 必要な事項は，

運営委員会の議を経て， セン タ一長が定める。

附 則

1 この規則は， 昭和59年 11月1日 から施行する。

2 富山大学計算機セン タ一規則 （昭和5 1年 9 月17 日

制定 ） は， 廃止する。

3 この規則施行の際， 計算機セン タ一長は， この規

則第4 条第2項に基づくセン ター長が命ぜられるま

で， 同条第 1項第 1 号のセン ター長とする。

砂富山大学情報処理セン タ一規則の制定理由

富山大学計算機セン ターを発展解消し， 富山大学情

報処理セン ター設置のため， 必要な事項を定める。

諸 議AQ
一A

発明委員会（7月2 日 ）

（審議事項）

( 1）職務発明の承継について

(2）任意譲渡による発明の承継について

昭和59年度第3回学寮補導委員会（ 7月3 日 ）

（審議事項）

( 1）全寮委員会との話し合いについて（ 6 月19 日開催）
①入・退寮願について

②受験生宿泊について

③水道料の負担区分について

富山大学入学試験管理 委員会専門委員会（ 7 月3 日 ）

（審議事項）

( 1）昭和60年 度入学試験問題の作成について

昭和59年度第2回入学者選抜方法研究委員会専門委員

会 （ 7月6 日 ）

（審議事項）

( 1)入学者選抜方法の改善に伴う昭和5 8年 度以降の調

査研究事項について

昭和59年度第2回大学院委員会（ 7 月6 日）

（審議事項）

( 1 ） 人文学研究科の概算要求につ いて

富山大学情報処理 セン ター設置準備委員会（ 7 月9 日）

（審議事項）

( 1）情報処理セン タ一規則（案）について
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昭和59年度第1 回保健管理 センタ ー委員会（7月 11日）
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（審議事項）

( 1 ）保健管理センタ一所長の人事について
(2）当面する学生の健康管理について

昭和59年度第4回学寮補導委員会（ 7月17日 ）

（報告事項）

(1）寮生との話し合いの結果について

（審議事項）

(1 ）寮坐との話し合いについて

昭和59年度第4回評議会（ 7 月20日）

（報告事項）

＂＂＇‘ ザー

(1 )昭和59年度国立大学長会議及び国大協第74回総会

について

(2）第31回国 立大学図書館協議会総会について

(3）学生の動向について

（審議事項）

(1 ）富山大学情報処理センタ一規則jの制定（案） につ

いて

品.u,ーチ

報 第249号

(2）富山大学と民間等との共同研究取扱規則 の制定

（案 ） について

(3）富山大学工学部規則の一部改正（案 ） について

(4）工学部運動場の処分について（継続審議事項 ）

(5）学生の除籍について

昭和59年公開講座第5回委員会（ 7月24 日 ）

（審議事項）

(1 ）昭和59年度公開講座の実施について

学部長打合せ会（ 7 月26日 ）

（審議事項）

(1 ）教養部と学部との相互乗入れについて

高等学校長協会と富山大学との懇談会（ 7月31日 ）

（懇談会次第）

(1）昭和59年度富山大学入学者 選 抜試験について

(2）昭和60年度富山大学入学者選抜試験について

事

学 位 取 得 者

取 得 者

学位の種類

取得年月日

学位論文名

異動区分

採 用

昇 任

併 任

教育学部 助教授 泉野 佐一

理学博士（北海道大学 ）

昭和59年 6月30日

Generali zed inverse method for subspace maps （一般逆作用素の部分空間写像への応用 ）

人 事 異 動

発令年月日 氏 名 異動前の所属官職 異 動 内 ，廿τ＂・ 任命権者

59. 7 16 堀 回 月月 基 助手（教育学部 ） 富山大学長

II 高 橋 春 成 助手（広島大学文学部） 講師（ II II 

59 8 1 本 田 弘 教授（人文学部 ） 富山大学保健（5管9理センタ 所長1) 8.1～61. 7. 3 文部大臣

II 浅 井 了口 II II 富の併山大任学を保解健除管す理るセンタ一所長 II 

5 -
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異動区分 発令年月 日 氏 名 異動前の所属官職 異ー 動 内 寄 任命権者

古寺． 職 59. 7 . 31 白 野 明 教附属育学学部校第一係 総務主任： 辞 職を承認する 富山大学長

退 職 59. 8 . 1 辻j畢 弥八郎 臨時用務員（教育学部作業員） 昭和59年7月31日限リ退職した II 

II 土 井 美都子 II II II II 

II 坂 林 梅 松 II （経済学部作業員） II II 

II i症 谷 喜久子 事務補佐員（工学部） II II 

II 庄 司 久 ，宙じ， 、 II II II II 

II 岡 土田 JI', 子 II II II II 

II 驚 藤 昭 人 教務補佐員（教養部） II II 

II 松 崎 素 子 事務補佐員（ II II II 

学 内 諸 報

保健管理セ ン タ ー所長の改選

浅井保健管理センタ一所長の辞 任申し出による保健

管理センタ一所長候補者の選考は， 7月11日開催の保

健管理センタ一委員会で行われ， 本国 弘教授 （ 人 文
学部） が選出されました。 任期は， 昭和59年 8 月 1 日

から2 年間。

本国教授は， 昭和28年 3 月 富山大学文理学部文学科

卒業， 同36年 3 月 東北大学大学院文学研究科博士課程

を経て 同年4 月 東北大学文学部助手， 同37年3 月 富山

県技術吏員， 同年4 月 富山県立大谷技術初期大学講師，

同38年4 月 同 助教授， 同41 年 5 月 鳥取大学教育学部助

教授， 同42年4 月 同 教養部助教授， 同45年12 月 同教授，

同51 年 4 月 富山大学文理学部教授， 同 52年 5 月 人文学

部教授となり同 年から評議員， 同 54年 5 月 2 日から同

58年 5 月 1 日まで人文学部 長に併任， 同58年 5月 9 日

から学生部 長 に併任となり， 今 日に至っている。

専 門 は， 哲学， 富山県出身。

職員の定年について

職員の定年については， 国家公務員法の一部改正（ 昭

和56年法律第77号（抄・ 別措）） により， 昭和60年3月
31 日から施行されることになっておりますが， この度，

人事 院規則11- 8 （職員の定年）（別措） が発出され， 定

年の実施に関し必要な事 項が定められました。

本学職員の定年は， 下表 （ 定年等一覧） のとおりで

あり， 定年退職することとなる日は， 定年に達した日

以後における最初の3月31 日とされております。

なお， 前述の職員には， 教育公務員特例法第8 条第

2 項により停 年が定められている職員 （注l参照）は，

含まれません。

一一定年等一覧一一

定 年 該 当 職 員

年齢60年 定年が年齢63年とされている職員以外の職員
トーー一一一一一一

年齢63年 行政職俸給表（二）適用職員のうち等級 別定数上の職名が労務職員（甲）及び

- 6 -

労務職員（乙）とされている職員 （注2参照）

住1 教授， 助教技， 講師， 助手
j主2 警務員， 作業員
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法律第77号

国家公務員法の一部を改正する法 律（抄）

国家公務員法（昭和22年法律第120号） の一部を次の

ように改正する。

第2固 定 年

（ 定年による退職 ）

第81条の2 職員は， 法律に別段の定めのある場合を

除き， 定年に達したときは， 定年に達した日 以後に

おける最初の3 月3 1日又は第5 5 条第l項に規定する

任命権者若しくは法律で別に定められた任命権者が

あらかじめ指定する日のいずれか早い日 （ 以下「定

年退職日」とし寸。）に退職する。

2 前項の定年は， 年齢60年とする。 ただし， 次の各

号に掲げる職員の定年は， 当該各 号に定める年齢と

するc

( 1) 病院， 療養所， 診療所等で人事院規則で定める

ものに勤務する医師／えひIキff'i-医師 年齢65年

(2) 庁合のfiii税その他の庁務及びこれにt�＼ずる業務

に従事する職員で人事院規則で定めるもの 年齢

63年

（：�） JoilJ 2 号に拍げる職以のほか， その職務と責任に

特殊，｜ザi今カ、あること〉乙は欠Hの締i充が｜主｜聖『で．あるこ

とにより定年をf干；向1160年－とすることカ《1奇し〈不適

当と認めらt Lる，（＼.

定めるもの 60年－を超え. 65年を起えない範問内

で舟人w；院j礼則で：tめる年向（ ｝ 
3 itiJ 2 項の規 定は， 臨時的職員その他の法律により

任期を定めて任）刊される職員及び常時勤務を要しな

� γ（f恥tをt1iめる瑠I員には適用しなL、。

（定年による退職の特例）

第81条の3 任命権者は， 定年に達した職員が前条第

1 tf[の規定により退職すべきこととなる場合におい

て， その職員の職務の特殊性又はその職員の職務の

遂行上の特別lの事情からみてその退職により公務の

運営に若しい支障が生ずると認められる十分な理由

があるときは， 同項の規定にかかわらず， その職員

に係る定年退職日の翌日 から起算して一年を超えな

い範囲内で期限を定め， その職員を当該職務に従事
させるため引き続いて勤務させることができる。

2 任命権者は， 前項の期限又はこの項の規定により

延長された期限が到来する場合において， 前項の事

由が引き続き存する と認められる十分な理由がある

ときは， 人事院の承認を得て， 1年を超えない範囲

内で期限を延長することができる。 ただし， その期

報 第249号

限は， その職員に係る定年退職日の翌日 から起算し

て 3 年を超えることができない。

（ 定年退職者の再任用 ）

第81条の4 任命権者は， 第8 1条の2 第l項の規定に

より退職した者又は前条の規定により勤務した後退

職した者について， その者の能力及び経験を考慮、し，

公務の能率的運営を確保するため特に必要があると

認めるときは， 人事院規則の定めるところにより，

l年を超えない範囲内で任期を定め， その者を常時

勤務を要する官職に採用することができる。

2 前項の任期又はこの項の規定により更新された任

期は， 人事院規則の定めるところにより， 1年を超

えない範囲内で更新することができる。

3 前2 J頁の規定による任期については， その末日は，

その者に係る定年退職日 の翌日から起算して 3年を

超えることができない。

（ 定年に関する事務の調整等）

第81条の5 内閣総理大臣は， 職員の定年に関する事

務の適正な運営を碓保ーするため、 各行政機関カ、行う

当該事務の運営に関し必要な調捺を行うほか， 職員

の定年に関する制j支の実施に関する施策を調食研究

し， その権限に属する事項について適切な方策を講

ずるものとする。

附 則

（ 随行期日 ）

第1 条 この法律は， 昭和60年 3 月 31日から施行する。

ただし， 次条の規定は， 公布の日 から施行する。

（実施のためのiV＇備）

第2条 この法律による改正後の国家公務員法（以下

「新法」という。） の規定による職員の定年に関する

制度の円滑な実施を確保するため， 任命権者は， 長

期的な人事管理の計画的推進その他必要な準備を行
うものとし， 人事院及び内問総.fll＼大臣は， それぞれ

の権限に応じ， ff：命権者の行うi\f,j崎に関し必要な連

絡， 調務その他の惜置を講ずるものとする。

（ 経過措置 ）

第3条 この法律の施行の日（ 以下「施行日」とし寸。）

の前日までに新法第81 条の2 第2 JJ(に規定する定年

に達している職員 （同条第3項に規定する職員を除

〈。） は， 施行日 に退職する。

第4条 新法第8 1 条の3 の規定は， 前条の規定により

職員が退職すべきこととなる場合についてi.¥5，用する。

この場合において ， 新法第81条の3 第 l項中「fa］項」

とあるのは「国家公務員法の一部を改正する法律（昭

- 7 -



11,'1干115�）王f-前1 J I 11 'JI': i J 声同7-
千115（）年法律第77サο 以ード「ll{i千!156年法律第77号」と

いう＇） 1;1t !t1J第3条」と、 ，，；J条1ji「そ の 職員に 係る定

年 .ill職 H 」 と あるのは 「昭和56年法律第77号の施行

の臼」と読み件えるものとする。

第5条 新法第81条の4の規定は， 附則第3 条の規定

により職員が退職した場合又は局lj条においてi手用す

る新法第81条の3 の規定により職員が勤務した後退

職した場合について4f＼用する。 この場合において，

新法第81条の4 第3 J'..Ei中「その者に係る定年退職日」

とあるのは，「その者が年齢60年（退職した時に第8 1

条の2第2 項各号に掲げる職員であった者にあって

は， 当該各号に定める年齢 ） に達した日 」と読み替

えるものとする。

人一挙院は， 国家公務員法 （昭和22年法律第120号 ） に

基づき， 職員の定年に関し次の人事院規則を制定する。

昭和59年 7 月 2 日 人事院総裁 内海 倫
人事院規則11- 8 （昭和60年3月31日施行）

職員の定年

u趣 旨 ）

第1 条 この規則は， 法第81条の2 から第81条の 4ま

でにF比定する職員の定年の実地等に関し必要な事項

を定めるものとする。

（定年の特例）

第2条 法第81条の2 第2 J頁第l号の規則で定める病

院， 療養所， 診療所等は， 次に掲げる施設等とする。

(1 ) 病院， 療養所及び診療所

(2) 刑務所， 少年刑務所， 拘置所， 少年院， 少年鑑

別所及び婦人補導院
(3) 入国者収容所

(4) 検疫所

(5) 国立保養所， 国立教護院及び国立精神薄弱児施
吾rt.
昌見

(6) 肱射線医学総合研究所
(/) ｜玉｜立水俣病研究センター
（日） 前各号に拍げるもののほか， 医療業務を初当す

る音｜；署のある施設等

第3条 法第81条の2 第2 Jfi第2号の税目ljで定める職

員は， 給与法に規定する行政職俸給表（ .）の適用を受

ける職員のうち， 次に掲げる者とする。
(]J 守衛， i;t見， 用務民等のJ-J＇ 務 に従事する者

（三） 労務作業H, di .Ji主婦， ｛先iinkilL炊婦等の労務に

fえがするf'i

報 ?f\249ιf 

第4条 法第SU長の2第2 JH �fi 3 �:i の刷U1Jで定める峨

以は， 二大にili1げる職以とする。

( 1) 迎賓館長
(:2) 皇自普察学校教育主事

(3) 宮内庁の職員のうち， 次に描ける職民

イ 内会人 女嬬， 東宮内会人jえび東自女嬬
ロ 式部副長及び式部官
ハ 首席楽長， 楽長及び楽長補
ニ 鷹師長及び鷹師

ホ 修補師長及び修補師長補

へ 主膳長及び副主膳長
ト 主厨長及び副主府長

(4) 在外公館に勤務する職員（給与法に規定する行

政職俸給表付又は指定職俸給表の適用を受ける職

員に限る。） ｝えび外務省本省に勤務し外交領事事務

に従事する職員で人事 院が定めるもの

(5) 国税不服審判所長

(6 ) 国立高等専 門学校の校長

(7) 国立高等専門学校の教技， 助教授， 講師lえひ助

手
(8) 社会保険庁の医療専門官

(9) 水産大学校長

(IO) 水産大学校の教授， 助教技， 講師及び助 子 （給

与法に規定する教育職俸給表けの適用を’受ける職

員に｜浪る。 ）

(]]) 海技試験官

(12) 海技大学校（分校を除く。） の校長， 教校， 助教

投， 講師及び助手

(13) iilt難審判庁審判官及び海難審判庁興事官

(14) 研究所， 試験所等の長で人事院が定めるもの

(15) 研究所， 試験所等の副所長（これに相当する者

を含む。 ） で人事院が定めるもの

(16) 診療の補助的業務に従事する介輔
2 前項の職員の定年は， 次の各号に掲げる職員のi亙

分に応じ， 当該各 号に定める年齢とする。

(1) 前項第l号， 第5 号， 第6号， 第 8号， 第9号，
第13号， 第14号及び第16号に掲げる職員 年齢65

年

(2) 前項第2号から第4 号まで， 第7号， 第10号か
ら第12号まで及び第15号に掲げる職員 年齢63年

（同項第3 号に掲げる職員のうち人事院が定める

職員にあっては， 当分の間， 年齢65年）

（定年に達している者の任用）

第5条 職員 （ 法第81 条 の2 第 3項に規定する職員 を

。。
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Vi; ＜。）のJ禾J!J（ム 内fl件J （ 法第81条の 4第1JHの規
定により抹HJすることをLつ。 以下旬jじ。 ） の場合を

｜徐き， 民間しようとする者ーが当該採用に係る官職に

係る定年に達しているときには， 行うことができな

い。 ただし， かつて職民としてff用されていた者の

うち， 引き続き特別職に属する職， 地方公務員の職，

公共企業体に属する職その他これらに準ずる職で人

事院が定めるものに就き， 引き続きこれらの職に就

L、ている者の， その者が当該採用に係る官職を占め

ているものとした場合に定年退職（法第8 1条の2 第

1 項の規定により退職することをし寸。 以下同じ。 ）

をすることとなる日以前におけるJ采用については，

この限リでな＼， \ 0 

2 職員の他の’1＼職への呉動（法第81 条の2 第 3項に

規定する職員となる異動を除く。 ） は， その者が当該

呉e動後の，c

職をすることとなる日f愛には’ 行うことができない。

ただし， 法第81条の3 �i lJJ｛の規定により引き続い

て勤務している職w以i、「勤務延長職員」という。）

の， 特別lのや怖により人ギ院の示認を得た場合にお

ける呉動lえび14HJ!Jをされている職以（以ド「�l}ff:

刷版以」というJの． そのす；ヵ、当該異動後の官職を

11iめているものとした場イ？に忘年退職をすることと

なるけの＇�1! Hから起算して3年以内における異動に

ついては， このl;KりていなL、。

（勤務延長）

第6条 法第8 1条の3 に胤定する任命権者には， 併任

に係るr1·�哉の任命権者は含まれないものとする。

第7条 勤務延長（法第81条の3節l tt[の規定により

職員を引き続いて勤務させることをいう。 以下l•jJじ。 ）

は， 職員カ、定年退職をすべきこととなる場合におい

て， ；大の各主�－のlにi，主当するときに行うことができ

る。

(I) 職務がI宍＼J立の1_1/.門（J�Jな生II織， 熟達した技能又は
円高な続l級を必要とするものであるため， 後任を

存易にf!Jることができないとき。

(2) 勤務環境その他の勤務条伶：に特殊性があるため

その職員の退職により生ずる欠員を容易に補充す

ることカ、できず， 業務の遂行に重大な障害が生ず

るとき。

(3) 業務の千七百.L その職員の退職によるお（当者の

交主キヵ、当該業務の�：I*統的遂行に重大な障害を生ず

るとき。

第 8 条 任命作者は， 勤務延長を行う場合jえび勤務延

報 第249ぢ

lとのj制限を延長する場介には， あらかじめ職以のJ1iJ

意を待なければならない。

第9条 任命権者は， 勤務延長の期限の到来首IJに当該

勤務延長の事由が消滅した場合は， 職員のliiJ意を待

て， その期限を繰り上げることができる。

第10条 任命権者は， 勤務延長を行う場合， 勤務延長

の期限を延長する場合及び勤務延長の期限を繰り上

げる場合において， 職員が任命権者を異にする官職

に併任されているときは， 当該併任に係る官職の任

命権者にその旨を通知しなければならない。

（再任用 ）

第11条 再任用は， 再任用に係る官職が次の各号に該

当する場合で， 公務の能率的運営を確保するため特

に必要があると認めるときに行うことができるもの

とする。 再任用職員としての異動についても， 同様

とする。

( 1) 職員がかつて正式に任用されていた官職と同種

の官職て＼その職員が職務を通じて修得した知識

又は技能を活用できるものであること。

(2) 職員が定年退職をした臼（勤務延長の後に退職

した者にあっては， その退職した目。 以下この号

及び次条第I項において同 じ。 ） に占めていた官職

と任命権者（法第55条第l項に規定する任命権者

及び法律で別に定められた任命権者をいう。 第 15

条及び第 16 条において同じ。 ）を同じくする官職（人

事院が別に定める官職を含む。 ） で， 職員が定年退

職をした日に占めていた官職と職務の複雑と責任

のl支がJtJ等以下と認められるものであること。

第12条 再任用は， 定年退職をした日の翌日以後の期

間がl年を超えている者については， 行うことがで

きない。 ただし， 人事院の示認を得た場合は， この

｜以りでない。

2 再任用を行う場合及ひー同ー任用の任期lを更新する場

合の任期jの末日は， 制任用に｛系る者が定年退職をし

た日 （勤務延長の後に退職した者にあっては， 当該

勤務延長がなかったものとした場合に定年退職をし

たこととなる日 ） の翌日から起算して 3 年を経過す

る日以前であり， かつ， 再任用に係る者が当該再仔

用に係る官職を占めているものとした場合に定年退

職をすることとなる日の翌日から起算して3 年を経

過する日以前でなければならない。

第13条 再任用は， 再任用を行おうとする者の従前の

勤務実績に基づく選考により行うものとする。

2 前項の選考は， 任命権者が選考機関として行うも

9 一
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のとする、

よ flj.ff:JlJ.'ffWJ 刀！新（ま. +1fH：府職試としての勤務

実認iが良好である場今に行うことができるものとす

Q 

L人事異動通知書の交付）

第14条 任命権者は， 次の各号のlに該当する場合に

は． 職員に規則 8 12 （職員の任免）第80条第 1 項

の規定による人事異動通知書l以下この条において

「人事異動通知書」という。）を交付しなければなら

ない。 ただし， 第 1号， 第 6号又は第10号に該当す

る場合のうち， 人事異動通知書の交付によらないこ

とを適当と認める場合は， 人事異動通知書に代わる

文書の交付その他適当な方法をもって人事異動通知

書の交付に替えることができる。

(1) 職員が定年退職をする場合

(2) 勤務延長を行う場合

(3) 勤務延長の期限を延長する場合

(4) 勤務延長の期限を繰り上げる場合

(5) 勤務延長職員が異動し， 期限の定めのない職員

となった場合

( 6 )  勤務延長の期限の到来により職員が当然退職す
る場合

(7) 再任用を行う場合

報

（メ） 再任用のH:期！を史ー新する場合

(9）再任用職員が異動し 任期jの定めのない職員と

�i249ザ

なった場合

(10) 再任用の任期の満了により職員が当然退職する

場合

（職員への周知）

第15条 任命権者は， 部内の職員に係る定年及び定年

退職をすることとなる日を適当な方 法によって職員

に周知きせなければならない。

（報 告）

第16条 任命権者は， 法第81条の 2 第1 項の規定によ

る指定を行った場合（指定の内容を変更した場合を

含む。）には， 速やかに当該指定の内容を人事院に報

告しなければならない。

2 任命権者は， 毎年 6 月末日までに， 前年度に定年

に達した職員に係る勤務延長の状況並びに前年の 5

月 1日以後の 1 年間における再任用及び再任用の任

期の更新の状況を人事院に報告しなければならない。

（経過規定）

第17条 次の表の上欄に掲げる規定中同表の中桝jにm

げる字句は， 当分の間， それぞれ同表の下欄に掲げ

る字句とする。

第 5条第l項 法第8 1条の4 第lI頁 法第81条の4 第l項（国家公務員法の一部を改正す
る法律 （ 昭和56年法律第77号。 以下「改正法」とい
う。）附則第 5条において準用する場合を含む。 ）

第 5条第2項本文 定年退職をすることとなる日 定年退職をすることとな る日 （改正法の施行の日
（以下「施行日」という。 ） の前日までに当該異動後
の官職に係る定年に達している職員にあっては， 施
行日）

第5条第2項ただし書 法第81条の 3 第 1項 法第81条の3第 1項（改正法附則第 4 条において準
用する場合を含む。 以下同じ。 ）

定年退職をすることとなる日 定年退職をすることとなる日 （施行日 の前日までに
当該異動後の官職に係る定年に達している職員にあ
つては， 当該異動後の官職に係る定年に達した日 ）

第7条 定年退職 定年退職（施行日の前日までに施行日に占めている
官職に係る定年に達している職員にあっては， 改正
法附則第3 条の規定による退職。 第12条第2 項を除
き， 以下同 じ。）

- 10 -
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部12条第2 rn 定年退職をしたこととなる日） 定年退職をしたこととなる日）の＇�·；l＿日から起算して3
の市！日 か ら 起算して3年を続 年を経過する日（施行Hの前日までに施行日に11iめ

過する 日 ている官職に係る定年に達している者にあっては，
その者が施行日に 占 めていた官職に係る定年に達し
た日の翌日か ら起算して 3年を経過する日）

定年退職をすることとなる日 定年退職をすることとなる 自 の翌日か ら起算して 3

の翌日か ら起算して 3 年を経 年を経過する日（施行日 の前 日 までに当 該再任用に
過する日 係る官職に係る定年に達している者にあっては， そ

の者が当該再任用に係る官職に係る定年に達した日
の翌日から起算して3年を経過する日）

第1 B条 悶の経営する企業に勤務する職員の給与等に

｜剥する特例法（昭和29年法律第141号）第2 条第2項

に規定する職員に関する前条の規定の適用について

は， 同 条中「改正法附則第 4条」とあるのは「改正

法附則第7 条の規定により読み替えて適用される改

正法附llil第4 条」と， 「改正法附則第3 条」とあるの

は「改正法附�lj第7条の規定により読み替えて適用

される改正法附�lj第3条」とする。

（ 準備行為 ）
第19条 法第81 条の 2 第 l 項の規定による指定， 定年

及び定年退職をすることとなる日の職員への周知そ

の他この規則の円滑な実施のために必要な措置は，

この規則の施行の目前においても行うことができる。

（雑則）

第20条 この規則に定めるもののほか， 職員の定年の

実施に関し必要な事項は， 人事院が定める。

海 外 渡 航 者

ii主航の州安（（ 所属 月抜 氏 字： ii支 航 先 住｜ 目 flリ JtJI 問

ナウル， キリパス ミクロネシア海域における梨 59. 7 9 
理！！手百！； JljJ 子 m；山 雄一 i1.リJi原ilit系海産動物相］の研究調ソロモン諸島 資のため 59. 9 . 6 

日仏日本海溝共同調先による
59. 7 . 15 

外Ill II\ •Jl� II II 竹内 二耳王を主0 フランス
潜水訓練のため

59. 7 26 

インド農村における市（market) 59 7 22 
教養育｜； 助教技 i帯LI ’i；＼·俊 イ ンド とそれをめぐる商人集聞の研｜

究のため 59 9 5 

ノルウェー 第15回国際家政学会議ti\ I市と 59. 7 20 
教ff学部 教 J支 iJ 1 I 11 オランタ ミュンへン工科大学における

ド イ ツ連邦共和国 研究交流のため 59 8 . 5 

59 7 24 
II 助教段 1：チ｜： 作高 ソビエトi主主｜； 第27回万匡｜地質学会出席のため

59 8 2 8  

！
験
凡i i.ii. ｛止圧下

夕
、での変

ク
成反応の実 59. 7. 17 

II llJJ T二 丸山 ）支1恵 アメリカ合衆国 とカナ パン ーパ一
調
也 ・

ii止外研修旅行 カナタ フランシスカ層群の地質 交
のため 59. 11. 2 

アメリカ合衆国
59 7 . 31 

理学部 助教民 金坂 主主
連合王国 結品及びポリマーの振動スペ
フランス ク卜ルの研究のため
ド イ ツi聖書｜；共和国

60 8 . 30 

第四紀について のシンポジウ 59 8 
教養苦I) 教 J支 ！藤井 昭二 中華人民共和国 ム出席並びに中国の第四系の

研究打合せのため 59 8 . 21 
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昭和59年度富山大学公開講座 （ そ の 2 )

一一現代史に学ぶ一一

我 々 が現代 を よ り 充実 し た 生 き 方 で過 ご し て し 、 く た め に は ， 過去， そ れ も 近 い 過 去 で あ る お よ そ 1 00年 の現代

史 に 学ぶ こ と が 多 々 あ る と お も わ れ る の で， 人文科学 ・ 自 然科学の 両 面 か ら 考察 す る 。

（ 講座の名 称 ） 現代 史に学ぶ

（ 開 設 期 間 ） 昭和59年10 月 1 2 日 倒～ 1 1 月 10 日 （士）

（ 開 設 日 数 及 び時 間 帯 ） 10 日 間， 午 後 6 時 ～ 午 後 8 時 （ た だ し ， 1 1 月 1 0 日 （一 J :) に つ い て は 午後 2 時 ～ 午 後 4 時 ）

（ 募 集 人 員 ） 一般成 人 70名 （ 先着 順 ）

（ 会 場 ） 富 山 大学教育学部 第 2 講義室

（ 受 講 料 ） 3 , 000円 （ 講 習 料の 分 納 は で き ま せ ん 。 な お ， 既納 の 講 習 料 は 還付 し ま せ ん 。）

（ 申 込 期 間 ） 昭 和59年 9 月 l 日 ～ 9 月 30 日

（ 申 込み ・ 問合せ先 ） 干930 富 山 市五福3 190 富 山 大学庶務部庶務課 ま で Tel ( 0764 ) 4 1 - 1271 （ 内 線205, 206 )

（ 講 座 内 容）

回数 期 日 所 属 ・ 職 名 氏 名 講 義 課 題

1 1 0 月 1 2 日 附 教 養 部 教 授 梅 原 ｜；量 章 l:IJJ di か ら の 日 本 史

2 1 5 日 (I J) 人 文 学 部 教 授 恒 井 F歩 日 本 と liリj 鮮 の か か わ りトーー
3 1 7 日 や·tz) 経営知期大学部教段 松 山鳥 道 夫 家族制 度 の 変造 と 現代家政

4 19 日 （斜 経 済 学 部 助 教 授 小 松 手Ll 生 日 本 の 現 代 続 的 ちと

5 24 日 （水 hヨ 山 大 学 長 判jJ 回 友 i主 遺 伝 子 工 学 の 詐 あ け

6 26 日 附 教 養 部 教 授 ノj 、 尚 F定 現 代 自 然 保 護 の 動 1l1J

7 31 日 （水） 人 文 学 部 助 教 佼 本 品 年 現 代 丈 明 と 人 間 の 問 題
一

8 1 1 月 2 日 （(f):) 教 育 学 部 教 授 桜 井 敏 之子： 教 z円,,_, σ〕 現 f \; 史ιー－
9 7 日 （水） 名 戸百士 教 J受 'r'r 内 �＼ －：：：：：： 良I� 放 射 能 の 現 代 史

10 10 日 （ ｜） 工 学 部 教 校 百 下 手IJ 雄 エ レ ク ト ロ ニ ク ス の現代 史

情報処理セ ン タ ーの新営工事

について

こ の た び， I El 計算機セ ン タ ー のー 剖； （ ブ ロ ッ ク 造 1 1 6

m＇ ） を 取 り 壊 し て ， そ の あ と に 鉄筋 コ ン ク リ ー 卜 の建

物 を 新営 し ， 従来の建物は 改 修 さ れ る こ と に な っ た 。

雄進電気工事株式会社 （ 電 気 ）

北陸設備工事株式会社 （ 設 備 ）

建物面積 29l m' 2 階建 （ 新営 ）

658m' II （ 改修 ）工事名 富 山 大学情報処理セ ン タ 一 新営 そ の 他工事

請 負 業者
石坂建設株式会社 （ 建 築 ） 竣工 は ， 本年 1 1 月 上旬 の予定

つ』
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学内 レ ク リ エ ー シ ョ ン

〈釣大会〉

本学 レ ク リ エー シ ョ ン 委員 会娯楽部会所属の釣班主

催 に よ る 昭和59年度学 内 釣 大 会が， 去 る 7 月 21 日 仕）午

後 2 時 か ら 1 3 名 の 参加 者 を 得 て 富 山 新港東防波堤 に お

い て 実施 さ れ ま し た 。

大 会 は ， 釣 り 上げ た 魚、 の 重 さ に よ っ て 入賞が決定 さ

れ午後 6 時30分過 ぎ に 終 了 し ま し た 。

な お ， 成績 は 次 の と お り です。

l 位 二宮 英 治 （ 工学 部 ）

2 位 田 中 祥 男 （ 人文 ・ 理学部 ）

3 位 川 崎 博幸 （ 工学部）

保健管理セ ン タ ー だ よ り

〈人命は金銭に も か え ら れ る ？ 〉

先 日 11iJf I前］ で｛佳 さ れ た 「 東海 ・ 北陸地方 保健管理研究

柴 会 」 で Ifli ドl � 、 発 言 が あ っ た の で相 介 し よ う 。

学 生の粁i神衛生 ［耐 を ，；命ずるた めの分不｜会 で， 来店、 立

｜災 大 の 教 Iか ら 「花 々 の 大＇.＇／： では 段 業料 を は じ め 年 同l

に 学 生が大学 に 支 払 う ＇｛！（ 別 は 大 学 の 教官 1 人 の 給料 を

ま か な っ て 余 り あ る 。 し た カ 、 っ て ， 学生 が l 人 t� 殺す

る と イr�銭 前i だ け か ら み て も 大学は 大rn を す る か ら ， t-'.-1

粒子｜坊 の た めにもl属の職 民 を 置 いて も 大学は経理一L

m を す る こ と は な L 、 りとい う 主 行の 発言 があ っ た 。 「 人

命 は 令 に か え ら れ な い 」 と い っ た 悶 定観念か ら 抜け さ

れ て い な か っ た 会場 は ， こ の 発 言 を 岐に な ん と な く な

ごやか な 空気 に 包 ま れ た こ と であ る 。

こ の 発 言 は い わ は、 コ ロ ン ブ ス の 卵 の よ う な も の で あ

っ て ， 民I Nで運営 さ れ て い る 国 立 大 学の教職員 に は 平

保健管理セ ン タ 一 教授 中 村 剛
生 ほ と ん ど 気 付か れ て い な い こ と で あ る 。 し か し 春秋

に 富 む 有 為 な 学生 l 人 を 学業 半 ば で失 う こ と の 意味 を

々 え れ ば， こ の 発 言 は 国 立大学の学生 ひ と り び と り に

も 当 然 に 妥 当 す る も の であ る 。 た だ， 学生 の 精神 衛生

而 に お け る 指導 は 保健管理セ ン タ ー の 力 だ け では 到底

ま か な い き れ る も の では な L 、 。 セ ン タ ー の 視野は そ こ

ま で1よ く な い か ら であ る 。

昨年 の学報で， 私は 学生の精神衛生 の 問題 に つ い て

は ， 全学 を 挙 げて 実効的 な 対策 を 練 る 時期 に き て い る

こ と を 指摘 し て お い た 。 し か し ， 残 念 な が ら そ の よ う

な 動 き は ど こ に も み ら れ て い な し 、 。 他の大学の例 を 右

顧 左 阿 ， そ の 後 でや っ と 重 い 腰 を あ げ る と い う の では

最高学 府 の 名 称 は 自 ら 放棄す る の も 同 然 で あ る 。

qu
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〈新任者〉

教育学部
L ＇＂ ん じ ょ っ

講 師 高橋 春 成
（ 地 理 学）

助 手 堀 田 朋 基
（ 体育実技）

〈住所変更〉

人文学部

教 授 横井 清

言ト 報

学

職 員

｜ 人文学部教授 都竹通年雄氏逝去 ｜

人 文学部教授都竹通年雄氏 は ， 急性心不全の た め 8

月 2 日 逝去 さ れ ま し た 。

享年64オ

こ こ に 御冥福 を 祈 り ， 謹ん で哀悼 の 意 を 表 し ま す 。

報 第249号

消 息

教育学部

教 授 榊i畢 晃三

〈住所表示変更〉

経済学部

会 計 係 長 藤 田 信二

〈電話新設〉

施 設 課

機 械 係 長 吉 野 義光

〈電話番号変更〉

経 理 部

文部事務 官 伏喜 俊至

都竹教授 は ， 昭和55年 4 月 富 山 大学教授 人文学部に

採用 さ れ， 国 語学 の 教育 と 研究 に 従事 し ， 高潔円 満 な

人格 と 豊 富 に し て 卓越 し た 知 識 に よ り 優秀 な 学生 を 実

社 会 に 送 り 出 し ， ま た ， そ の専 門 と す る 方 言 学 の 研究

に お い て も 功績 は 極め て 顕著 であ る 。

。 構内 での 自 動車等の運転は， 教育 ・ 研究 に 支障 を
来 さ な い よ う 安全運転 に 努め定め ら れ た 交通方法，

歩行者の安全及 び騒音防止 に努め ま し ょ う グ

1 4 -
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主 要 行 事

4 日 教授会
本 部 l 人事教授会

6 日 2 年次学生 コ ー ス 別 オ リ エ ン テ シ ョ ン

7 月 2 日 発明 委員 会 （ 第 3 日 ）

3 日 第 3 回 学 寮 補 導委 員 会 7 日 紀要委 員 会

入学試験管理委 員 会 専 門 委 員 会 9 日 教育実習 委 員 会

4 日 部 課長 会議 10 日 紀要委 員 会

6 日 第 2 回 大学 院委員 会 1 1 日 人事教 授 会

第 2 回 入学者選抜方法研究委員 会 専 門 委 学部教務委 員 会

員 会 授業終了

8 日 第 36 回 北 陸地 区 国 立大学体育 大 会 1 3 日 紀要委 員 会

（ 於 富 山 医科薬科大学他 ） 18 日 教授会

9 日 情報処理センタ ー 設置準備委 員 会 人事教授 会

1 1 日 人事関係事項 の 説明 聴取

（ 於 文 部 省 ）

第 I 凹 保 健管理セン タ 一 委 員 会 教 ＝同� AラL角ー

1 3 日 定年制度 に 関 す る 規 則 制定説明 会

（ 於 人事院 中 部事務局 ） 7 月 4 日 人 事教授 会

14 日 親和 会 レ ク リ エー シ ョ ン 1 1 日 予 算委 員 会

（ 於 庄 川 堺亭 ） 16 日 図 書委 員 会

16 日 学務 （ 関 係 ） 係長 会議 17 臼 学部将来計画委員 会

1 7 1:1 第 4 回 学寮補導委 員 会 1 8 日 学部教務委員 会

20 日 第 4 凶 評議会 教授会

2 1 日 学内釣大会 （ 於 富 山 新港東防波堤 ） 人事教授 会

24 日 公 開 講座 第 5 厄l 委 員 会 附属幼稚園 第 1 学期終業式

25 日 庶務係 長 会議 20 日 附 属 中 学校 第 1 学期終業式

25～ 27 日 第22 回 全 国 大学保健管理研究集 会 東 海 ・ 2 1 日 附属小学校第 l 学期 終業式

北陸地｝j 研 究 集 会 及 び保健婦 ・ 右護 婦班 22 日 夏季休業

第 1 1 凶研究集会 24 日 附属養護学校 第 1 学期終業式

（ 於 静 岡 大 学 ） 27 日 日 本教育大学協 会 第 二部会技術 ・ 職 業 ・ 職

26 日 学部長打合せ会 業指導部 門 総会

31 日 高等学校長協 会 と 富 山 大学 と の 懇談 会 （ 於 静岡 大学教育学部 ）

30 ～ 31 日 昭和59年度幼稚 園教育研究集 会

（ 於 山 形 市 ）

文 品ーチ同 3 1 ～ 8 月 2 日 教 員 養成実地指導 （ 野 外活動 ）

（ 於 呉羽 少年 自 然 の 家 ）

1 n 2 日 特別昇給委 員 会

3 1:1 学部教務委 員 会

一 1 5 -
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7 月 4 日 経済学部 長 候 補 者選挙管理委 員 会

コ ン ビ ュ ー タ 一 管理運営委 員 会

9 日 学部職業補導 委 員 会

1 0 日 財務委 員 会

1 1 日 学部教務委員 会

人事教授 会

教授 会

1 3 日 授業終了 ( 1 3週 5 日 ）

1 4 日 論集委 員 会

理 A守L島」

7 月 6 日 立 山 研究室運営委 員 会

1 3 日 理学研究科委 員 会

1 4 日 授業終了

1 9 日 予算原案作成 委 員 会

25 日 教授 会

人事教授 会

工 学

7 月 4 日 工学研究科委 員 会

専 任教授 会

学科主任会議

5 B 選 考委 員 会

9 日 学部図書委 員 会

移転実施計画 委員 会

10 日 紀要委 員 会

1 1 日 教授 会

専任教授会

工学研究科委員 会

1 6 日 学部構内 交通対策委 員 会

1 8 日 事務 連絡会

19 日 移転作業実施 （ 1 次分 ） 打合せ 会

30 日 事務連絡会

31 日 工場運営委員 会

品手L負 報 第249号

養 部
7 月 4 日 補導委 員 会

10 日 図 書委 員 会

授業終了

1 1 日 教務委員 会

人事教 授 会

教授会

1 4 日 金沢大学教養部 と の 交歓野球

（ 於 富 山 大学 ）

1 6 日 電算機懇談 会

18～ 21 日 北 信 越 四 大学教養部 （ 課程 ） 相互交流合宿

教育 （ 於 信州 大 学 ）

附 属 図 書 館

7 月 2 日 ～ 8 月 31 日

休 館

en し 午前 9 時から川 ま で新聞 コ ーナ1
一 及 び 自 由 閲 覧室 は 利 用 可能 ／ 

7 月 1 6 日 ～ 8 月 1 0 日

図書点検 ・ 照合作業 及 び図 書 I D ラ ベ ル ・

サ ブ シ ー ト の 貼 付作業

ト リ チ ウム科学セ ン タ ー ｜

7 月 6 日 ト リ チ ウ ム 科 学 セ ン タ ー 運営委員 会

7 月 4 日 健康づ く り の 集 い （ 第 1 回 6 月 20 日 実施 ）

臨 時健康診断 （ ワ ン ダー フ ォ ー ゲ‘ル部 ）

1 1 日 保健管理セ ン タ ー 委 員 会

臨時健康診断 （ 理学部生物学科 ）

1 8 日 臨 時健康診断 （ オ ー プ ン 登 山 参加 者 ）

25～ 27 日 第22 回全国 大学保健管理研究集 会東海 ・ 北

陸地方研究集 会 及 び保健 婦 ・ 看護婦班 第 1 1 

凪研究集 会 （ 於 静 岡 大 学 ）

ro
 

唱1＆
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｜ 経営短期大学部 ｜
7 月 5 日 第 l 回 夜 間 主 コ ー ス 検討委 員 会

1 2 日 第 4 回財務委員 会

18 日 授業終了

19 日 第 5 回教授会

。 遅斤， 退室の際 に は， 戸締 り の徹底 ・ 電気， ガ スの消 I 
し 忘 れ， タ バ コの吸麓の後始末 に 十分注意 し ， 盗難の防 M

止 ・ 火 災の予 防 に 心が け ま し ょ う グ

目 。 電気， ガ ス ， 水の省 エ ネ ・ 省資源 に協力 し ま し ょ う グ

司i
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編 集 富 山 大 学 庶 務 部 庶 務 課
富 山 市 五 福 3 1 9 0 

印刷所 あ け は、 の 企 画
富 山 市 略 町 8 - 4 
電 話 。3) 3 3 5 6 俄）


